「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」　申請書（様式）
１　基本情報
	申請代表校
	大学名
	

	
	本部所在地
	〒　　　－

	
	設置者名
	

	
	ふりがな
	

	
	学長名
	

	
	研究科名
	


	取組名称

（全角20字以内)
	


	共同申請校

（連携校）

※行が足りない場合は適宜追加
	
	大学名
	研究科名
	所在地

	
	１
	
	
	

	
	２
	
	
	

	
	３
	
	
	

	
	４
	
	
	

	
	５
	
	
	

	
	６
	
	
	

	
	７
	
	
	

	
	８
	
	
	

	
	９
	
	
	

	
	１０
	
	
	

	
	１１
	
	
	

	
	１２
	
	
	

	
	１３
	
	
	

	
	１４
	
	
	

	
	１５
	
	
	

	
	１６
	
	
	

	
	１７
	
	
	

	
	１８
	
	
	

	
	１９
	
	
	

	
	２０
	
	
	

	合計数
	
	
	


【取組担当者】

	ふりがな
	

	氏名
	

	所属部署名及び職名
	

	勤務地住所
	

	電話番号／FAX番号
	

	メールアドレス
	

	所属部署の共有アドレス
	


【事務担当者】

	ふりがな
	

	氏名
	

	所属部署名及び職名
	

	勤務地住所
	

	電話番号／FAX番号
	

	メールアドレス
	

	所属部署の共有アドレス
	


	取組の概要【４００字以内】

	


※取組全体の内容が分かるようにまとめたポンチ絵（１ページ以内）を別途添付してください。当該ポンチ絵については、「『情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業』申請書の作成に当たって」の「一般的留意事項について」における文字数や行数を考慮する必要はありません。
２　取組の内容【１０ページ以内】
　公募要領に示された以下【１】～【１１】の各取組内容について、具体的な実施内容（計画）を簡潔に記載してください。記載にあたっては、審査要項の「Ⅱ　審査方針」も参考にしてください。また、特に「※」に示した事項については必ず記載してください。

【１】本事業は情報技術分野における実践教育を推進するための全国的なネットワークを形成することを目的としているので、形成するネットワークが、連携する大学や地域の広がり等の面から見て、全国的なものとなっていること。

【２】形成するネットワークが効果的に機能するような、複数の大学及び産業界による組織・体制が構築されること。また、事業を実施する大学間の役割分担が明確になっていること。
· ネットワーク形成推進の中心となる組織・体制とその実施内容・計画、共同申請大学の役割分担について記載してください。
· 支援期間５年間（予定）の各年度について、活動計画を記載してください。
【３】ネットワークを形成する大学及び企業等が地域を越えて緊密に連携することにより、大学院修士課程の学生を主な対象として実践教育を行うこと。また、実践教育の実施方法及び手段が明確かつ効果的なものとなっていること。
· 実践教育の実施内容・実施計画について具体的に記載してください。
· 実践教育の指導体制について具体的に記入してください。

· 実践教育を実施する分野が複数ある場合は、分野ごとに記載してください（以下、実践教育に関する内容については全て同じ。）。
【４】実践教育における題材の提供、教員・指導者の派遣、施設設備の貸与等、実践教育の実施に必要な各種の協力について、連携する大学及び企業等の間で明確なコミットメントを得ているとともに、協力内容が明らかにされていること。また、連携する企業等については、情報サービス企業のみならず、情報技術を利活用する企業など、幅広い関係企業等を含むこと。
· 実践教育の実施にあたり連携する企業等名及び協力内容について記載してください。
【５】実践教育を行う情報技術の分野が明確になっていること。また、当該分野について、実践教育による人材育成を行う必要性及び重要性が十分認められるものであること。
· 実践教育を行う分野及びその分野について実践教育を行う必要性・重要性について具体的に記載してください。
【６】個々の大学を超えた、全国の大学の実践教育の場としてふさわしい、適切な規模の相当数の学生に対して実践教育を行う計画となっていること。
· 事業期間中の各年度の参加学生数の見込み、より多くの学生を実践教育に参加させるための学生募集の方法等について記載してください。
【７】本事業を実施する大学の学生以外の全国の学生や社会人が、本事業で行う実践教育を受けることができる仕組みを構築すること。
· 本事業を実施する大学以外の大学の学生等の受け入れ方法及び募集方法について記載してください。
· 事業期間中の各年度について、事業実施大学以外から受け入れる学生等の人数の見込みを記載してください。
【８】本事業を実施する大学以外の大学の教員を、ネットワークの活動に積極的に参加させることで、実践教育を充実させるとともに、実践教育に関するファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の推進や、本事業の成果の全国的な普及を図ること。
· 本事業を実施する大学以外の大学の教員の協力内容について記載してください。
· ファカルティ・ディベロップメントの実施体制、実施内容について記載してください。
【９】各年度の達成目標並びに中間評価及び事後評価の各時点における達成目標を国民にわかりやすい形で明確に設定すること。その際、本事業においては、特に以下の点について目標を設定すること。
・実践教育の推進ネットワークに参加する大学数
・本事業で実施する実践教育を受ける学生数

・全国の大学に占める、情報技術分野の実践教育を実施する大学の割合
· 達成目標を具体的な数値で記載してください。
· 目標の達成状況の把握方法について、具体的に記載してください。
【10】本事業を実施する大学以外の大学や産業界等の有識者を構成員とする第三者評価組織を設置し、事業の検証や評価を実施するとともに、その結果等を踏まえて必要な改善策を講じ、事業の一層の充実に繋げることができるよう、ＰＤＣＡサイクルが機能する仕組みを構築すること。
· 評価の実施体制及び評価方法について記載してください。

· 評価結果を事業の改善にどのように結びつけるか記載してください。

【11】形成したネットワークについて、支援期間終了後も自立的かつ発展的な活動を継続する計画となっていること。
※支援期間終了後の学生の継続的な参加、産業界との連携の継続、必要な経費等の確保等の計画について記載してください。
３　取組に関するデータ、資料等（１０ページ以内）
４　補助事業の実施計画

	平成24年度

	（記入例）

①○月　・・・・・・・・・・・・の実施

②○月　・・・・での・・・・・・の調査

③○月　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・の導入

④○月　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・の実施

⑤○月　・・・・・・・・・・・・・・の開催


	平成25年度


	

	平成26年度


	

	平成27年度


	

	平成28年度


	


５　取組に係る経費【ページ制限無し】
  大学改革推進等補助金による補助事業として申請できる経費は、大学改革推進事業の遂行に必要な経費に限定されます。本様式の記入にあたっては、「大学改革推進等補助金（大学改革推進事業）取扱要領」を参考に記入してください。
（１）平成２４年度の申請経費
	申請額
	申請額の内訳

	
	補助金額
	自己負担額

	①　　　　　　　　　　　(千円)

	②　　　　　　　　(千円)

	③＝①－②　　　　(千円)


	経費区分
	金額(千円)
	積算内訳

	【全体】

＜物品費＞
＜人件費・謝金＞
＜旅費＞
＜その他＞
※連携校に分担金を配分する場合は、上記の総額のほかに大学毎の内訳を記入してください。

【うちＡ大学】

物品費
人件費・謝金
旅費
その他
【うちＢ大学】

物品費
人件費・謝金
旅費
その他

	＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
＊，＊＊＊
	←代表校、共同申請校の合計金額を記入してください。
設備備品費　＊，＊＊＊千円

○○○システム一式　　＊，＊＊＊千円

    　○○サーバ １台　　　　＊，＊＊＊千円

  　　据付料      　   　　　＊，＊＊＊千円　　
※製品名、単価、数量等もわかる範囲で記入してください。  

消耗品費　＊＊＊千円

　　   ○○○会議用　　　　　＊＊千円
人件費　＊，＊＊＊千円

事務補佐員＊＊＊千円×○月＝＊，＊＊＊千円  

（○月～○月：＊，＊＊＊円／1h）

謝金  ＊＊＊千円

○○会議出席謝金（○人×○回）＊＊＊千円

（○月～○月：＊＊千円／１回）

※業務内容、単価、期間、人数等をわかる範囲で具体的に記入してください。
旅費　＊，＊＊＊千円
国内旅費　＊，＊＊＊千円

     ○○○会議（○人×○回）東京 ○月  ＊＊＊千円

外国旅費  ＊，＊＊＊千円

　　教員招へい（○人×○回）＊＊＊千円
外注費　＊，＊＊＊千円
　　○○○システム開発　　　　　　＊，＊＊＊千円

印刷製本費　＊＊＊千円 

会議費　＊＊＊千円

通信運搬費　＊＊＊千円

光熱水料　＊＊千円

その他（諸経費）　＊＊，＊＊＊円
実習施設借上費　　　＊＊，＊＊＊円

振込手数料　　　　　　＊＊，＊＊＊円

※業務内容、単価、期間、人数等をわかる範囲で具体的に記入してください。
←大学毎の合計金額を記入してください。
※上記の様式と同様に記載

	合　計
	＊，＊＊＊
	


（２）平成２５年度の申請予定経費
	申請額
	申請額の内訳

	
	補助金額
	自己負担額

	①　　　　　　　　　　　(千円)

	②　　　　　　　　(千円)

	③＝①－②　　　　(千円)


	経費区分
	金額(千円)
	積算内訳

	＜物品費＞

＜人件費・謝金＞

＜旅費＞

＜その他＞

	        
	※(１)の様式と同様に記載

	合　計
	
	


（３）事業期間全体に係る申請予定額
	年度
	平成２４年度
	平成２５年度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度
	合計

	申請予定額

　　（千円）
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